
　　　※2009年4月2日付で　SBI TOPIX100・インデックスファンド＜DC年金＞へ名称変更しました。

2018年2月28日基準

13,868 円 5,812 百万円

▲500 円

金額 組入比率
5,797 99.74％

15 0.26％

5,812 100.00％

金額 組入比率
5,731 98.87％

※基準価額は信託報酬控除後のものです。また、累積投資基準価額は税引前分配金を再投資したものとして算出しています。 66 1.13％
※ベンチマーク：設定日から2009年3月31日まではニュージャパンインデックス、2009年4月1日以降はTOPIX100の騰落率を 5,797 100.00％
　連続させて計算しております。上記グラフは設定日の前営業日を10,000とし、これらを連続させて指数化しております。   

※比率は純資産総額に対する割合です。

1カ月 3カ月 6カ月 1年(年率) 3年(年率) 5年(年率) 設定来(年率)

-3.48% -1.11% 10.27% 15.46% 5.42% 13.11% 2.26%

-3.49% -1.18% 9.51% 13.67% 3.58% 11.23% 1.14%

0.01% 0.06% 0.77% 1.79% 1.83% 1.88% 1.12%

8.23% 16.36% 16.08% 18.36%

8.29% 16.85% 16.32% 18.59%

※ファンド収益率については、基準価額に税引き前分配金を再投資して計算しております。

※収益率は2015年5月29日基準より、年率換算したものを記載しております。

※収益率・リスクともに月次収益率より算出しております。なお、収益率は期間が1年以上の場合は年率換算しております。（期間が1年未満の場合は年率換算しておりません。）

※標準偏差とは、測定期間内のファンドの平均リターンから各時点のリターンがどの程度離れているかを示す値です。

ウエイト 分配金

1 5.98% 0円

2 3.61% 0円

3 2.69% 0円

4 2.47% 0円

5 2.39% 0円

6 2.38% 286円

7 2.38% ※収益分配金は1万口当たり円単位です。

8 2.14%

9 2.03%

10 1.82%

※ウエイトはマザーファンドの純資産総額に対する比率です。
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銘　柄　名 業　種　名

トヨタ自動車　　　　　　　　　　　　　　
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任天堂　　　　　　　　　　　　　　　　　

みずほフィナンシャルグループ　　　　　　

輸送用機器

銀行業

基準価額　
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国内株式

現金等

純資産総額
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現金等

純資産総額

前月末比　

純資産総額

第15期（2017/5/29)

設定来累計

決算日

ファンド(分配金再投資)及びベンチマークの収益率とリスク(標準偏差)

組入資産の状況　（単位：百万円）

組入上位10銘柄 収益分配金(税引前）の推移
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○本資料は、ＳＢＩアセットマネジメント株式会社が信頼できると判断したデータに基づき作成されておりますが、その正確性、完全性について保証するものではありません。また、将来予告なく変更される

ことがあります。 ○本資料中のグラフ、数値等は過去のものであり、将来の傾向、数値等を予測するものではありません。 ○投資信託は値動きのある証券に投資しますので、基準価額は変動します。

したがって、元本保証はありません。 ○投資信託の運用による損益はすべて受益者の皆様に帰属します。 ○お申込みの際には必ず投資信託説明書（交付目論見書）の内容をご確認の上、お客様自

身でご判断ください。
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＜設定来（設定日：2002年5月28日）の基準価額等の推移＞（円） （百万円）
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2.運用実績

1.市場動向

2月の株式市場は、月初に大きく下落した後、中旬以降は上昇基調で推移しました。月の前半は、2日の米雇用統計の内容を受け米長期
金利が急騰すると米株式市場は大きく下落し、国内株式市場も大きく調整しました。その後、中旬にかけても米株式市場の下落や円高進
行等を背景に下落基調となりました。後半に入ると、米長期金利の上昇及び円高進行が一服したこと等が好感され反発しました。その後
も、米長期金利の落ち着きに伴い上昇基調となりました。しかし、27日にパウエル米連邦準備制度理事会(FRB)新議長の議会証言で、景気
に対して強気の発言を受けて利上げ加速懸念の再燃が嫌気され、下落して月末を迎えました。

業種別では、精密機器、医薬品が上昇した一方、海運業、ゴム製品、鉱業などが下落しました。指数の動きは、TOPIX100▲3.5％、日経
平均株価▲4.5％、TOPIX▲3.7％、日経ジャスダック平均株価▲2.1％、東証マザーズ指数▲5.7％となりました。当月のTOPIX100は、超大
型株の上昇率が相対的に大きかったことからTOPIXを＋0.2％上回りました。

為替に関しては、ドル／円は109円台半ばでスタートした後、月初は良好な米雇用統計の内容等によりドル買いが進み、110円台前半ま
でドル高・円安が進みました。しかし、その後、米長期金利の急騰を受けた世界的なリスクオフの流れから円が急速に買われ円高・ドル安
が進行しました。中旬にかけても円買いは続き、一時105円半ばまで円高・ドル安が進みました。後半に入ると、株式市場が落ち着きを取り
戻したことに加えドル売りが一服したことで、107円台後半まで円安が進行しました。その後、円が買い戻されると、107円をはさんで一進一
退の推移が続き、結局1ドル106円台半ばで月末を迎えました。

当月の運用成績は、マザーファンド、ベビーファンド共にほぼベンチマーク並となりました。株式の売買実績は、購入84百万円、売却1百万

円、回転率は1.50％となりました。

○本資料は、ＳＢＩアセットマネジメント株式会社が信頼できると判断したデータに基づき作成されておりますが、その正確性、完全性について保証するものではありません。また、将来予告なく変更され

ることがあります。 ○本資料中のグラフ、数値等は過去のものであり、将来の傾向、数値等を予測するものではありません。 ○投資信託は値動きのある証券に投資しますので、基準価額は変動しま

す。したがって、元本保証はありません。 ○投資信託の運用による損益はすべて受益者の皆様に帰属します。 ○お申込みの際には必ず投資信託説明書（交付目論見書）の内容をご確認の上、お客

様自身でご判断ください。

■TOPIX100について

東京証券取引所の株価指数「TOPIX」の構成銘柄を一定の基準で規模ごとに6つに細分化した時価総額加重型株価指数の一つです。TOPIX100構成銘柄は、

上場後6カ月以上経過した東証市場第一部銘柄の中から、時価総額(浮動株比率を反映させたもの。以下同じ）及び流動性の高い100銘柄で構成される大型

指数のことをいい、Core30※1とLarge70※2を合計した100銘柄により構成されています。

※１ Core30とはTOPIXの構成銘柄を一定の基準で規模ごとに6つに細分化した時価総額加重型株価指数の一つです。上場後6カ月以上経過した東証市場

第一部銘柄の中から、時価総額及び流動性の高い30銘柄で構成される超大型指数のことをいいます。

※２ Large70とはTOPIXの構成銘柄を一定の基準で規模ごとに6つに細分化した時価総額加重型株価指数の一つです。Large70は、上場後6カ月以上経過した

東証市場第一部銘柄の中から、TOPIX100のうちCore30に含まれない70銘柄で構成される指数のことをいいます。

TOPIX100は、株式会社東京証券取引所（(株)東京証券取引所）の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用など同指数に関するすべての権利は、

(株)東京証券取引所が有しています。また、本ファンドは(株)東京証券取引所により提供、保証または販売されるものではありません。(株)東京証券取引所

は、TOPIX100の指数値の正確性、完全性を保証するものではなく、算出または誤謬、遅延または中断、及びファンドの発行または売買に起因するいかなる

損害に対しても責任を有しません。

■TOPIX100の著作権等

ＳＢＩ ＴＯＰＩＸ100・インデックスファンド＜ＤＣ年金＞
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各指数を構成する銘柄数は、毎年10月の定期入替時において適用される「原則数」であり、その後の定期追加（新規上場等）や上場廃止等によって、

各株価指数の算出対象数は、一時的に原則数を上回ることもあれば下回ることもあります。
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≪本ファンドのリスク≫

本ファンドは株式を中心とした値動きのある有価証券を実質的な投資対象としますので、組入株式の価格の下落や
組入株式の発行会社の倒産や財務状況の悪化等の影響により、基準価額が下落し損失を被ることがあります。
したがって、投資家の皆様の投資元金は保証されているものではなく、基準価額の下落により損失を被り、投資元金
が割り込むことがあります。ファンドの運用による損益は 全て投資者の皆様に帰属します。また、投資信託は預貯金
と異なります。

基準価額の変動要因としては以下のものがあります。

株価変動リスク
本ファンドは株式を主要投資対象としていることから、株式の運用に係る価格変動リスクを伴います。
一般に株式の価格は個々の企業の活動や業績、国内外の経済・政治情勢、市場環境・需給等を反映して変動する
ため、本ファンドの基準価額は影響を受け、損失を被ることがあります。

金利変動リスク
一般に金利が上昇（低下）した場合は、債券の価格は下落（上昇）します。金利水準の大きな変動は、株式市場に
影響をおよぼす場合があり、本ファンドの基準価額の変動要因になります。

信用リスク

投資した企業や取引先等の経営・財政状況の悪化または悪化が予想される場合等により株式の価格が下落した

場合、もしくは債券及びコマーシャル・ペーパー等短期金融資産にデフォルト（債務不履行）が生じた場合または

予想される場合等には、当該商品の価格は下落し、本ファンドの基準価額は影響を受け、損失を被ることがあります。

※基準価額の変動要因は上記に限定されているものではありません。

（お買付時に直接ご負担いただく費用はありません）

（保有期間中にファンドが負担する費用（間接的にご負担いただく費用））
信 託 報 酬 純資産総額に対して年率0.2592％（税抜0.24％）

＊約款変更に伴い、平成21年4月2日より信託報酬率を引き下げました。
その他の費用 監査費用、有価証券売買時にかかる売買手数料、信託事務の諸費用等が信託財産から差し引かれます。

詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）、契約締結前交付書面でご確認ください。
その他の費用は監査費用を除き、運用状況等により変動するものであり、事前に料率、上限額等を示すこと
ができません。

※投資者の皆様にご負担いただく手数料等の合計額については、ファンドを保有される期間等に応じて異なりますので、表示することが
できません。

≪お客様に直接・間接的にご負担いただく費用等≫
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委託会社：ＳＢＩアセットマネジメント株式会社 　　　販売会社：株式会社ＳＢＩ証券

（信託財産の運用指図及び運用報告書の作成等 　　　（受益権の募集・販売の取扱い、及びこれらに付随　

　を行います。） 　　　　する業務を行います。）
　金融商品取引業者　　関東財務局長（金商）第311号  　　　金融商品取引業者　　関東財務局長（金商）第44号

　加入協会/一般社団法人投資信託協会、  　　　加入協会/日本証券業協会、一般社団法人金融先物取引業協会、

        　　　  一般社団法人日本投資顧問業協会 　　　　　　　　　　 一般社団法人第二種金融商品取引業協会

受託会社：三井住友信託銀行株式会社

（信託財産の保管・管理業務を行い、収益分配金、
　一部解約金及び償還金等の交付を行います。）

≪お申込メモ≫

・ 投資信託をご購入の際は、必ず投資信託説明書（交付目論見書）をあらかじめ、もしくは同時にお受取りになり、
内容をご確認ください。

・ 投資信託は値動きのあるものであり、元本保証、利回り保証、及び一定の運用成果の保証をするものでは
ありません。したがって、運用実績によっては元本割れする可能性があります。

・ 投資信託の基準価額の下落により損失を被るリスクは、投資信託をご購入のお客様が負うこととなります。
・ 投資信託は預金ではなく、預金保険の対象ではありません。

平成14年5月28日

1円以上1円単位

お申込日の基準価額

販売会社の定める期日までにお支払いください。

年1回の決算時（原則5月27日）に分配方針に基づき分配します。

ただし、分配対象額が少額の場合には、分配を行わないことがあります。

無期限

解約申込日の基準価額

代金は、原則解約申込日から起算して4営業日目からお支払いします。

原則として、収益分配時の普通分配金ならびに解約時及び償還時の個別元本超過額に

対して課税されます。詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

信託設定日

お買付単位

お買付価額

お買付代金の支払い

決算および分配

信託期間

ご換金価額

課税関係

≪委託会社、その他の関係法人≫
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